
令和６年度第２回 本庄市交通政策協議会 次第

１．開 会

２．挨 拶

３．報告事項

（１）運賃協議分科会の設置について

（２）運賃改定（案）に関する意見募集について

（３）本庄市オンデマンド型交通システム導入等業務受注候補者の

選定結果について

４．議 事

（１）運行事業者の選定について

５．閉 会
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日 時：令和６年８月９日（金）

午後１時３０分～

場 所：本庄市役所（６階）大会議室
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（敬称略・順不同）

役　職 氏　　　　名 備　　　　考

会長
サ サ キ ク ニ ア キ

佐 々 木 邦 明 第１３号委員（学識経験を有する者） 早稲田大学  教授　

委員
サ イ ト ウ ジ ュ ン イ チ

齊 藤 順 一 第１号委員（本庄市長又はその指名する者） 本庄市都市整備部長

委員
タ ヌ マ ケ ン イ チ

田 沼 健 一
朝日自動車株式会社
運輸部長

委員
イ シ ク ラ ミ キ オ

石 倉 実 希 雄
十王自動車株式会社
代表取締役　社長

委員
セ キ ネ ハジメ

関 根 肇
第２号委員（一般乗合旅客自動車運送事業者が組
織する団体）

一般社団法人埼玉県バス協会　
専務理事

委員
ウ チ ダ ヨ シ ノ リ

内 田 佳 憲
本庄観光株式会社
代表取締役

委員
ア サ ミ ロ ク ロ ウ

浅 見 禄 郎
協同貨物自動車株式会社
代表取締役

委員
ジ ン グ ウ

神 宮 つ ぐ よ
本庄地区タクシー協議会
会長

委員
フ ジ タ ミツギ

藤 田 貢
一般社団法人埼玉県乗用自動
車協会　事務局長

委員
イ イ ツ カ ミ ツ ヒ ロ

飯 塚 光 弘
第５号委員（一般旅客自動車運送事業者の事業用
自動車の運転者が組織する団体の代表者）

朝日自動車労働組合
執行委員長

委員
マ チ ダ ジ ュ ン イ チ

町 田 純 一 西今井自治会長

委員
ヤ ナ ギ タ マコト

柳 田 信
本庄市老人クラブ連合会
副会長

監査委員
タ ナ カ カ ズ ナ リ

田 中 一 成 本庄商工会議所　専務理事

委員
ミ ヤ ベ タ カ オ

宮 部 孝 夫 児玉商工会　副会長

委員
タ ネ ム ラ ト モ フ ミ

種 村 朋 文
本庄市身体障害者福祉会
会長

委員
オ ギ ワ ラ マ サ ユ キ

荻 原 正 幸 第７号委員（本庄警察署長又はその指名する者） 本庄警察署交通課　課長

委員
サ カ モ ト ユ ウ ト

坂 本 悠 人 第８号委員（児玉警察署長又はその指名する者） 児玉警察署交通課　課長

委員
ム ラ カ ミ ア キ ヒ コ

村 上 晶 彦
第９号委員（国又は県の交通政策行政の経験及び
知識を有する者）

埼玉県企画財政部交通政策課　
主幹

委員
タ カ ギ ジ ュ ン コ

高 木 純 子
第１０号委員（関東運輸局埼玉運輸支局長又はそ
の指名する者）

国土交通省関東運輸局埼玉運
輸支局　首席運輸企画専門官

委員
ハ ラ ダ ヒ デ ユ キ

原 田 英 之
第１１号委員（国又は県の都市計画行政の経験及
び知識を有する者）

国土交通省関東地方整備局建
政部　都市調整官

委員
ナ カ ス ケ イ タ

中 洲 啓 太 第１２号委員（道路管理者（国道））
国土交通省大宮国道事務所　
所長

委員
ク リ ハ ラ リ ュ ウ イ チ

栗 原 龍 一 第１２号委員（道路管理者（県道））
埼玉県本庄県土整備事務所　
道路部長　

監査委員
ハヤシ ト ミ ジ

林 富 司 第１３号委員（その他協議会が必要と認める者） 本庄市議会  議員

令和6年度　本庄市交通政策協議会　委員名簿

選　　出　　区　　分
（本庄市交通政策協議会設置要綱第３条第２項）

第２号委員（一般乗合旅客自動車運送事業者）

第３号委員（一般貸切旅客自動車運送事業者）

第４号委員（一般乗用旅客自動車運送事業者が組
織する団体）

第６号委員（住民又は利用者の代表）
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（敬称略・順不同）

役　職 氏　　　　名 備　　　　考

分科会長
サ イ ト ウ ジ ュ ン イ チ

齊 藤 順 一
第１号委員（第３条第２項第１号の者　本庄市長
又はその指名する者）

本庄市都市整備部長

構成員
タ ヌ マ ケ ン イ チ

田 沼 健 一
朝日自動車株式会社
運輸部長

構成員
ウ チ ダ ヨ シ ノ リ

内 田 佳 憲
本庄観光株式会社
代表取締役

構成員
タ カ ギ ジ ュ ン コ

高 木 純 子
第３号委員（第３条第２項第１０号の者　関東運
輸局埼玉運輸支局長又はその指名する者）

国土交通省関東運輸局埼玉運
輸支局　首席運輸企画専門官

構成員
マ チ ダ ジ ュ ン イ チ

町 田 純 一 西今井自治会長

構成員
ヤ ナ ギ タ マコト

柳 田 信
本庄市老人クラブ連合会
副会長

構成員
タ ナ カ カ ズ ナ リ

田 中 一 成 本庄商工会議所　専務理事

構成員
ミ ヤ ベ タ カ オ

宮 部 孝 夫 児玉商工会　副会長

構成員
タ ネ ム ラ ト モ フ ミ

種 村 朋 文
本庄市身体障害者福祉会
会長

令和6年度　本庄市交通政策協議会　運賃協議分科会　構成員名簿

選　　出　　区　　分
（本庄市交通政策協議会設置要綱第７条第３項）

第２号委員（当該運賃等を定めようとする一般乗
合旅客自動車運送事業者）

第４号委員（第３条第２項第６号の者のうち、本
庄市長が指名する者　住民又は利用者の代表）
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運賃改定(案)に関する意見募集について

令和７年３月１日から、本庄市オンデマンド型交通システムを導入し、はにぽん号・もといず

み号の運行エリアを従来の「本庄北」、「本庄南」、「児玉市街地」、「児玉山間」という４つの地域

から、「本庄地域」及び「児玉地域」の２つの地域へ変更して運行するにあたり、以下の点につい

て、今後、本庄市交通政策協議会に設置した「運賃協議分科会」において協議を行う予定です。

【運賃協議分科会での協議の内容（予定）】

・現行料金の見直しについて

・乗継割引の見直しについて

8
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本庄市オンデマンド型交通システム導入等業務受注候補者の選定結果について

「本庄市オンデマンド型交通システム導入等業務委託」について、公募型プロポーザルにより事

業者を選定しました。

本業務については、４事業者から提案をいただき、選定委員会が、評価基準に基づき総合的に

評価し、以下のように受注候補者を決定しました。

○本庄市オンデマンド型交通システム導入等業務委託

応募事業者：４事業者

受注候補者：MONET Technologies 株式会社

○受注候補者の会社概要

別紙のとおり
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「今後のスケジュール」及び「運行にあたって協議・合意が必要な事項」

１ 今後のスケジュール

導入予定車両（乗車定員 11 人未満の車両）

（令和 6年 5月 17 日）

（令和 6 年 8 月 9 日）

運行に係る協議・合意事項

地域公共交通確保維持改善事業費補

助金に係る地域公共交通計画の変更

一般乗合旅客自動車運送事業の許可申請

一般乗合旅客自動車運送事業の許可申請

書類の作成

令和 6年度第 2回

本庄市交通政策協議会
運行事業者の選定方法

本庄市地域公共交通計画に基づく

デマンドバス及びシャトルバスの見直し

運行事業者

選定

運行予定

事業者

（令和 6年 11月 1日予定）

令和 6年度第 1回

本庄市交通政策協議会

令和 6年度第 3回

本庄市交通政策協議会

令和 6年度第 4回

本庄市交通政策協議会

（令和 7 年 1 月 20 日予定）

報告
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資料４運行事業者の選定について

※「令和6年度第1回本庄市交通政策協議会」資料より一部抜粋・加筆
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現行と変更後の契約形態について

【現行】

１ システム及び有人電話受付予約センター

（～令和７年２月）

２ 運行事業者（～令和７年３月）

①選定

②協定締結

④補助金請求

（経常費用－

経常収益－

国庫補助金）

⑤補助金交付

（デマンド交

通等運行事

業費補助金）

③国庫補助金

の振込(前年度

フィーダー)

【変更後】

１ システム及び有人電話受付予約センター

（令和７年３月～令和９年３月）

①選定

②委託契約

③委託料請求

④委託料支払

（財源：デジ田）

【変更後】

２ 運行事業者（令和７年４月～令和12年３月）

①選定

③国庫補助金 ②委託契約

の振込(前年度

フィーダー)

⑤委託料請求

(委託料－

経常収益)

⑥委託料支払

（財源：国庫、

市交付金）

運

行

事

業

者

交通協

本庄市

④交付金

請求・交付

国

本庄市 システム事

業者（有人電

話受付予約

センター含

む）本庄市 運行事業者（システ

ム及び有人電話受

付予約センター）

交通協

国
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本庄市デマンドバス運行業務委託（①本庄地域延長運行型）仕様書

本仕様書は、本庄市デマンドバス運行業務の実施に関して、必要な事項を定めるも

のとする。

１ 事業名

本庄市デマンドバス運行業務委託（本庄地域延長運行型）

２ 目 的

高齢化の進展に伴い、日常生活を維持していく上で公共交通の重要性が高まって

いる本庄地域において、駅や主要施設への移動など地域内における移動手段を確保

し、交通不便地域の解消を図るため、利用者の予約に応じ定められた乗降ポイント

間を乗り合い移動するデマンドバスを運行することを目的とする。

３ 業務期間

契約締結の日から令和１２年３月３１日まで。デマンドバスの運行期間は、令和

７年４月１日から令和１２年３月３１日まで。

４ 委託料の支払

委託料の支払は、契約額を運行年度数で割った年度毎の概算運行経費を算出し、

運賃収入等を差し引き、当該概算運行経費を毎年度末に委託料として支払うものと

する。

５ 運行形態

道路運送法第４条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受け、路線を定

めずに運行する自動車により、運行区域内に設置された乗降ポイント（以下停留所

という）間の乗合旅客の運送（区域運行）とする。

６ 運行区域

本庄市の本庄市児玉町を除く区域

７ 運行台数 １台

８ 業務内容

（１）デマンドバス運行準備業務

令和７年４月１日からの運行に向け、デマンドバス運行システムの利用に関

する研修等を受講するものとする。

（２）運行手続
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運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務、地

域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る認定・申請に関する業務、

運賃を決定するための業務をはじめ、運行を開始するための必要な手続につ

いて、運行開始までに遅延無く確実に実施・協力するものとする。なお、運

行開始後に必要な手続についても同様とする。

（３）運行方法

事前予約制とし、予約状況に応じて AI が最適な運行ルートを決定する乗合

方式で、本庄市が用意するタブレット端末に示される運行ルートに従って、

運行区域内に約２５０箇所ある停留所から停留所間の乗合旅客運送を行う。

（４）運行日及び運行時間

① 月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく休日

及び 12 月 29 日から１月３日は除く。）とする。

② 気象状況等により安全な運行が確保できないと見込まれるときは、運行

事業者の判断により運休とすることができる。この場合、運行事業者は、

遅滞なく本庄市交通政策協議会事務局及びデマンドバス予約受付セン

ターに報告する。

③ 午前８時（乗車時間）から午後６時（最終降車時間）とする。また、１

時間の休憩時間（昼食休憩）を設ける。取得時間については、同区域を

運行する車両と協議し決定する。

（５）運行車両

① 運行に使用する車両（以下「常用車両」という。）は、乗車定員１０名の

ワゴン車両（トヨタハイエース、日産キャラバン、その他これらに類す

る車両）とし車椅子１台が乗車できるものとする。

② 運行事業者は、車両を取得又は車両リース会社とリース契約を締結し、

車両を取得することで、常用車両を使用する。

③ 運行事業者は、常用車両が事故等で使用できない時に運行する車両（以

下「予備車両」という。）を用意する。

④ 予備車両は、運行事業者に使用する権利がある乗車定員１１人未満の車

両とする。

⑤ 運行事業者は、常用車両に本庄市交通政策協議会が指定したラッピング

デザインを行う。また、予備車両については、運行に際しマグネットシ

ート等を用意し、デマンド車両であることが分かるようにする。

⑥ 常用車両及び予備車両は、有償運行を実施するため営業車両とし、一般

乗合旅客自動車運送事業で利用できるものとする。

⑦ 業務遂行に必要な各種法令に適合しているものとする。

⑧ 予備車両を含め必要となる運輸支局等への許可申請を行うものとする。

⑨ 常用車両及び予備車両は、下記の補償内容以上の保険に加入するものと

する。
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⑩ 運行事業者は、常用車両及び予備車両の点検及び清掃を適宜実施し、適

正な維持管理に努め、運行に支障がないよう対応する。

（６）利用者

① 利用者は、原則としてデマンドバス予約受付センター又は Web 等で利用

の予約をしている方で、原則、一人で乗り降り可能な方（介助者が同乗

する場合はこの限りでない。）、車椅子で乗降できる方とする。なお、車

椅子で利用される場合、車椅子の固定は運転手が行い、予備車両で運行

する場合、車椅子の積載は運転手が行うものとする。

② 次に該当する場合は、原則として利用できないものとし、利用を拒否で

きるものとする。

ア ペットを同乗させる場合

イ 他の利用者に危害が及ぶおそれがあると判断できる場合

ウ その他適正な運行を妨げるおそれがあると判断できる場合

（７）乗継券

① 運行事業者は、本庄市交通政策協議会設置要綱（本庄市告示第２２７号）

第７条に規定する運賃協議分科会（以下「運賃協議分科会」という。）

が別途定める当日１回の乗り継ぎに限り有効な乗継券を作成する。なお、

作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバスの運行事業者及び

本庄市交通政策協議会と協議し決定する。

② 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者に対して、乗継券を

交付する。

③ 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者の乗り継ぎ時（運賃

支払時）に乗継券の回収を行う。

④ 運行事業者は、利用者が他のデマンドバス等で交付された乗継券等を提

示した際には、回収した乗継券を後払いの金券として扱い、記載事項を

確認の上、不備がなければ受領し、運賃協議分科会が別途定める割引等

を運賃に反映させる。

⑤ 運行事業者は、回収した乗継券を集計し、当該年度の４月分から９月分

までについては１０月１５日までに、１０月分から３月分までについて

は翌年度の４月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本庄

市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会に対し乗継券に係る割引額

の支払請求を行う。

⑥ 乗継券に係る割引額の支払は、請求後速やかに、本庄市交通政策協議会

が事業者の指定する金融機関に振り込む。

（８）回数乗車券

対人賠償 無制限

対物賠償 無制限

人身傷害 3,000 万円以上

22



① 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める回数乗車券を作成する。な

お、作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバス等の運行事業

者及び本庄市交通政策協議会と協議し、決定する。

② 運行事業者は、回数乗車券を販売する。なお、販売方法等詳細な事項は、

他のデマンドバス等の運行事業者及び本庄市交通政策協議会と協議し、

決定する。

（９）運賃（利用料金）

① 運賃の支払方法は、現金及びキャッシュレス決済に対応すること。

② 運賃は、運賃協議分科会が別途定める。なお、運賃の支払は、現金及び

回数乗車券、交通系 IC カード等のキャッシュレス決済方式とし、運転

手が利用者から直接受け取る、又はキャッシュレス手続を行う。

③ 電子決済に必要な端末は本庄市が運行事業者に貸与するが、決済処理事

業者との契約は運行事業者が行う。

④ 受け取った運賃は、全額、運行事業者の収入とする。

⑤ 運行事業者は、運賃等の収受に対し、釣銭の準備をする。

⑥ キャッシュレス決済に必要な手数料等は、運行事業者が経費として処理

し、委託料の支払の際に精算する。

（10）実施報告に関すること

① 運行事業者は、指定した書式を用いて運行日報を作成し、月毎にその写

しをまとめ、翌月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本

庄市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会事務局に提出する。さら

に、月毎の利用者数、運賃収入、乗継券、走行距離等の運行に関する報

告書も作成し、同様に翌月１５日までに、本庄市交通政策協議会事務局

に提出する。

② 運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局から事業に関する資料等の

提供の要求があった場合は、速やかに提出する。

（11）事業責任者の選任に関すること

① 運行事業者は、事業の責任者として、事業責任者を配置する。

② 事業責任者は、本庄市交通政策協議会事務局との連絡調整を行い、事業

を円滑に実施できるよう対応する。

（12）地域特性の把握

運行事業者は、より安全・円滑に事業を実施できるように、運行区域の道路

状況や地理的特性を把握する。

（13）運行事業の推進に関すること

運行事業者は、事業の趣旨を理解し、本事業を積極的に推進する。

（14）アンケート等への協力

運行事業者は、本庄市又は本庄市交通政策協議会で利用実態等を調査するた

め、車内においてアンケート等を実施する際には、アンケート用紙の配布、
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回収等を行う。

（15）打合せ協議

運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局及び本庄市オンデマンド型交通

システム受注事業者の三者で定期的な打合せ協議を行う。

９ 一般的注意事項

（１）公共交通の意識

運行事業者は、事業を実施するに当たり、公共交通の一つを担うという意識

を持ち、利用者の立場にたった対応を心がける。

（２）関係法令の遵守

運行事業者は、事業を実施するに当たり、道路運送法・道路運送法施行令・

道路運送法施行規則並びにその他関係法規及び通知等を遵守する。

（３）信義誠実の義務

運行事業者は、信義を重んじて誠実に事業の実施に取り組む。

（４）個人情報の保護等

運行事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を

遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業

務終了後においても同様とする。

（５）貸与物品の取扱い

運行事業者は、本庄市及び本庄市交通政策協議会から借用して使用する物品

等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用し、き損・滅失等を

した場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理等

に係る費用は運行事業者が負担する。

（６）事業従事者への指導教育

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事業に従事する者に対して、必要

な指導や教育を実施し、デマンドバスの運行に支障を来たさないよう万全を

期する。

（７）事故の防止

運行事業者は、事業を実施するに当たり、安全管理を徹底するとともに事故

を未然に防止するよう最大限努める。

（８）事故等の報告

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事故、車両故障等が発生した場合

は、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに書面等をもって本庄市交

通政策協議会事務局に報告する。

（９）賠償責任

運行事業者は、事業の実施により生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

については、一切の責任を負う。ただし、運行事業者の責によらないものは、

この限りではない。
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（10）苦情等への対応

運行事業者は、デマンドバス利用者からの苦情等に誠実に対応するとともに

苦情の処理について苦情等処理報告書を作成し、速やかに本庄市交通政策協

議会事務局へ提出する。

10 数値目標の達成に向けた取組

（１）利用者数

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の利用者数に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値とし

て設定し、数値目標の達成に努めるものとする。

（２）満足度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の満足度で「やや不満・不満」と回答した者の割合が、

「満足・やや満足」へ転換するよう努めるものとする。

（３）収支率

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の収支率が現状値以上となるよう、努めるものとする。

11 その他

本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた場合は、本庄市交通政策協議会と運行

事業者が相互に協議の上、定めるものとする。
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本庄市デマンドバス運行業務委託（②本庄地域標準運行型）仕様書

本仕様書は、本庄市デマンドバス運行業務の実施に関して、必要な事項を定めるも

のとする。

１ 事業名

本庄市デマンドバス運行業務委託（本庄地域標準運行型）

２ 目 的

高齢化の進展に伴い、日常生活を維持していく上で公共交通の重要性が高まって

いる本庄地域において、駅や主要施設への移動など地域内における移動手段を確保

し、交通不便地域の解消を図るため、利用者の予約に応じ定められた乗降ポイント

間を乗り合い移動するデマンドバスを運行することを目的とする。

３ 業務期間

契約締結の日から令和１２年３月３１日まで。デマンドバスの運行期間は、令和

７年４月１日から令和１２年３月３１日まで。

４ 委託料の支払

委託料の支払は、契約額を運行年度数で割った年度毎の概算運行経費を算出し、

運賃収入等を差し引き、当該概算運行経費を毎年度末に委託料として支払うものと

する。

５ 運行形態

道路運送法第４条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受け、路線を定

めずに運行する自動車により、運行区域内に設置された乗降ポイント（以下停留所

という）間の乗合旅客の運送（区域運行）とする。

６ 運行区域

本庄市の本庄市児玉町を除く区域

７ 運行台数 １台

８ 業務内容

（１）デマンドバス運行準備業務

令和７年４月１日からの運行に向け、デマンドバス運行システムの利用に関

する研修等を受講するものとする。

（２）運行手続
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運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務、地

域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る認定・申請に関する業務、

運賃を決定するための業務をはじめ、運行を開始するための必要な手続につ

いて、運行開始までに遅延無く確実に実施・協力するものとする。なお、運

行開始後に必要な手続についても同様とする。

（３）運行方法

事前予約制とし、予約状況に応じて AI が最適な運行ルートを決定する乗合

方式で、本庄市が用意するタブレット端末に示される運行ルートに従って、

運行区域内に約２５０箇所ある停留所から停留所間の乗合旅客運送を行う。

（４）運行日及び運行時間

① 月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく休日

及び 12 月 29 日から１月３日は除く。）とする。

② 気象状況等により安全な運行が確保できないと見込まれるときは、運行

事業者の判断により運休とすることができる。この場合、運行事業者は、

遅滞なく本庄市交通政策協議会事務局及びデマンドバス予約受付セン

ターに報告する。

③ 午前８時（乗車時間）から午後５時（最終降車時間）とする。また、１

時間の休憩時間（昼食休憩）を設ける。取得時間については、同区域を

運行する車両と協議し決定する。

（５）運行車両

① 運行に使用する車両（以下「常用車両」という。）は、乗車定員１０名の

ワゴン車両（トヨタハイエース、日産キャラバン、その他これらに類す

る車両）とし車椅子１台が乗車できるものとする。

② 運行事業者は、車両を取得又は車両リース会社とリース契約を締結し、

車両を取得することで、常用車両を使用する。

③ 運行事業者は、常用車両が事故等で使用できない時に運行する車両（以

下「予備車両」という。）を用意する。

④ 予備車両は、運行事業者に使用する権利がある乗車定員１１人未満の車

両とする。

⑤ 運行事業者は、常用車両に本庄市交通政策協議会が指定したラッピング

デザインを行う。また、予備車両については、運行に際しマグネットシ

ート等を用意し、デマンド車両であることが分かるようにする。

⑥ 常用車両及び予備車両は、有償運行を実施するため営業車両とし、一般

乗合旅客自動車運送事業で利用できるものとする。

⑦ 業務遂行に必要な各種法令に適合しているものとする。

⑧ 予備車両を含め必要となる運輸支局等への許可申請を行うものとする。

⑨ 常用車両及び予備車両は、下記の補償内容以上の保険に加入するものと

する。
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⑩ 運行事業者は、常用車両及び予備車両の点検及び清掃を適宜実施し、適

正な維持管理に努め、運行に支障がないよう対応する。

（６）利用者

① 利用者は、原則としてデマンドバス予約受付センター又は Web 等で利用

の予約をしている方で、原則、一人で乗り降り可能な方（介助者が同乗

する場合はこの限りでない。）、車椅子で乗降できる方とする。なお、車

椅子で利用される場合、車椅子の固定は運転手が行い、予備車両で運行

する場合、車椅子の積載は運転手が行うものとする。

② 次に該当する場合は、原則として利用できないものとし、利用を拒否で

きるものとする。

ア ペットを同乗させる場合

イ 他の利用者に危害が及ぶおそれがあると判断できる場合

ウ その他適正な運行を妨げるおそれがあると判断できる場合

（７）乗継券

① 運行事業者は、本庄市交通政策協議会設置要綱（本庄市告示第２２７号）

第７条に規定する運賃協議分科会（以下「運賃協議分科会」という。）

が別途定める当日１回の乗り継ぎに限り有効な乗継券を作成する。なお、

作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバスの運行事業者及び

本庄市交通政策協議会と協議し決定する。

② 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者に対して、乗継券を

交付する。

③ 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者の乗り継ぎ時（運賃

支払時）に乗継券の回収を行う。

④ 運行事業者は、利用者が他のデマンドバス等で交付された乗継券等を提

示した際には、回収した乗継券を後払いの金券として扱い、記載事項を

確認の上、不備がなければ受領し、運賃協議分科会が別途定める割引等

を運賃に反映させる。

⑤ 運行事業者は、回収した乗継券を集計し、当該年度の４月分から９月分

までについては１０月１５日までに、１０月分から３月分までについて

は翌年度の４月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本庄

市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会に対し乗継券に係る割引額

の支払請求を行う。

⑥ 乗継券に係る割引額の支払は、請求後速やかに、本庄市交通政策協議会

が事業者の指定する金融機関に振り込む。

（８）回数乗車券

対人賠償 無制限

対物賠償 無制限

人身傷害 3,000 万円以上
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① 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める回数乗車券を作成する。な

お、作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバス等の運行事業

者及び本庄市交通政策協議会と協議し、決定する。

② 運行事業者は、回数乗車券を販売する。なお、販売方法等詳細な事項は、

他のデマンドバス等の運行事業者及び本庄市交通政策協議会と協議し、

決定する。

（９）運賃（利用料金）

① 運賃の支払い方法は、現金及びキャッシュレス決済に対応すること。

② 運賃は、運賃協議分科会が別途定める。なお、運賃の支払いは、現金及

び回数乗車券、交通系 IC カード等のキャッシュレス決済方式とし、運

転手が利用者から直接受け取る、又はキャッシュレス手続を行う。

③ 電子決済に必要な端末は本庄市が運行事業者に貸与するが、決済処理事

業者との契約は運行事業者が行う。

④ 受け取った運賃は、全額、運行事業者の収入とする。

⑤ 運行事業者は、運賃等の収受に対し、釣銭の準備をする。

⑥ キャッシュレス決済に必要な手数料等は、運行事業者が経費として処理

し、委託料の支払の際に精算する。

（10）実施報告に関すること

① 運行事業者は、指定した書式を用いて運行日報を作成し、月毎にその写

しをまとめ、翌月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本

庄市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会事務局に提出する。さら

に、月毎の利用者数、運賃収入、乗継券、走行距離等の運行に関する報

告書も作成し、同様に翌月１５日までに、本庄市交通政策協議会事務局

に提出する。

② 運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局から事業に関する資料等の

提供の要求があった場合は、速やかに提出する。

（11）事業責任者の選任に関すること

① 運行事業者は、事業の責任者として、事業責任者を配置する。

② 事業責任者は、本庄市交通政策協議会事務局との連絡調整を行い、事業

を円滑に実施できるよう対応する。

（12）地域特性の把握

運行事業者は、より安全・円滑に事業を実施できるように、運行区域の道路

状況や地理的特性を把握する。

（13）運行事業の推進に関すること

運行事業者は、事業の趣旨を理解し、本事業を積極的に推進する。

（14）アンケート等への協力

運行事業者は、本庄市又は本庄市交通政策協議会で利用実態等を調査するた

め、車内においてアンケート等を実施する際には、アンケート用紙の配布、
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回収等を行う。

（15）打合せ協議

運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局及び本庄市オンデマンド型交通

システム受注事業者の三者で定期的な打合せ協議を行う。

９ 実証実験への協力

運行事業者は、日曜日の運行への利用者ニーズ把握のための運行実証実験につい

て協力するものとし、運行に必要な手続等についても実施・協力する。運行日につ

いては、令和７年度、令和８年度に各８日とし日程については、本庄市交通政策協

議会と運行事業者で別途協議する。

10 一般的注意事項

（１）公共交通の意識

運行事業者は、事業を実施するに当たり、公共交通の一つを担うという意識

を持ち、利用者の立場にたった対応を心がける。

（２）関係法令の遵守

運行事業者は、事業を実施するに当たり、道路運送法・道路運送法施行令・

道路運送法施行規則並びにその他関係法規及び通知等を遵守する。

（３）信義誠実の義務

運行事業者は、信義を重んじて誠実に事業の実施に取り組む。

（４）個人情報の保護等

運行事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を

遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業

務終了後においても同様とする。

（５）貸与物品の取扱い

運行事業者は、本庄市及び本庄市交通政策協議会から借用して使用する物品

等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用し、き損・滅失等を

した場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理等

に係る費用は運行事業者が負担する。

（６）事業従事者への指導教育

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事業に従事する者に対して、必要

な指導や教育を実施し、デマンドバスの運行に支障を来たさないよう万全を

期する。

（７）事故の防止

運行事業者は、事業を実施するに当たり、安全管理を徹底するとともに事故

を未然に防止するよう最大限努める。

（８）事故等の報告

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事故、車両故障等が発生した場合
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は、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに書面等をもって本庄市交

通政策協議会事務局に報告する。

（９）賠償責任

運行事業者は、事業の実施により生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

については、一切の責任を負う。ただし、運行事業者の責によらないものは、

この限りではない。

（10）苦情等への対応

運行事業者は、デマンドバス利用者からの苦情等に誠実に対応するとともに

苦情の処理について苦情等処理報告書を作成し、速やかに本庄市交通政策協

議会事務局へ提出する。

11 数値目標の達成に向けた取組

（１）利用者数

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の利用者数に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値とし

て設定し、数値目標の達成に努めるものとする。

（２）満足度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の満足度で「やや不満・不満」と回答した者の割合が、

「満足・やや満足」へ転換するよう努めるものとする。

（３）収支率

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の収支率が現状値以上となるよう、努めるものとする。

12 その他

本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた場合は、本庄市交通政策協議会と運行

事業者が相互に協議の上、定めるものとする。
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本庄市デマンドバス運行業務委託（③児玉地域延長運行型）仕様書

本仕様書は、本庄市デマンドバス運行業務の実施に関して、必要な事項を定めるも

のとする。

１ 事業名

本庄市デマンドバス運行業務委託（児玉地域延長運行型）

２ 目 的

高齢化の進展に伴い、日常生活を維持していく上で公共交通の重要性が高まって

いる本庄地域において、駅や主要施設への移動など地域内における移動手段を確保

し、交通不便地域の解消を図るため、利用者の予約に応じ定められた乗降ポイント

間を乗り合い移動するデマンドバスを運行することを目的とする。

３ 業務期間

契約締結の日から令和１２年３月３１日まで。デマンドバスの運行期間は、令和

７年４月１日から令和１２年３月３１日まで。

４ 委託料の支払

委託料の支払は、契約額を運行年度数で割った年度毎の概算運行経費を算出し、

運賃収入等を差し引き、当該概算運行経費を毎年度末に委託料として支払うものと

する。

５ 運行形態

道路運送法第４条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受け、路線を定

めずに運行する自動車により、運行区域内に設置された乗降ポイント（以下停留所

という）間の乗合旅客の運送（区域運行）とする。

６ 運行区域

本庄市児玉町（旧本庄市を除く地域）及び「ビッグマーケット」、「本庄早稲田駅

北口」に設置する乗降ポイント間。

７ 運行台数 １台

８ 業務内容

（１）デマンドバス運行準備業務

令和７年４月１日からの運行に向け、デマンドバス運行システムの利用に関

する研修等を受講するものとする。
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（２）運行手続

運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務、地

域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る認定・申請に関する業務、

運賃を決定するための業務をはじめ、運行を開始するための必要な手続につ

いて、運行開始までに遅延無く確実に実施・協力するものとする。なお、運

行開始後に必要な手続についても同様とする。

（３）運行方法

事前予約制とし、予約状況に応じて AI が最適な運行ルートを決定する乗合

方式で、本庄市が用意するタブレット端末に示される運行ルートに従って、

運行区域内に約１６０箇所ある停留所から停留所間の乗合旅客運送を行う。

（４）運行日及び運行時間

① 月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく休日

及び 12 月 29 日から１月３日は除く。）とする。

② 気象状況等により安全な運行が確保できないと見込まれるときは、運行

事業者の判断により運休とすることができる。この場合、運行事業者は、

遅滞なく本庄市交通政策協議会事務局及びデマンドバス予約受付セン

ターに報告する。

③ 午前８時（乗車時間）から午後６時（最終降車時間）とする。また、１

時間の休憩時間（昼食休憩）を設ける。取得時間については、同区域を

運行する車両と協議し決定する。

（５）運行車両

① 運行に使用する車両（以下「常用車両」という。）は、乗車定員１０名の

ワゴン車両（トヨタハイエース、日産キャラバン、その他これらに類す

る車両）とし車椅子１台が乗車できるものとする。

② 運行事業者は、車両を取得又は車両リース会社とリース契約を締結し、

車両を取得することで、常用車両を使用する。

③ 運行事業者は、常用車両が事故等で使用できない時に運行する車両（以

下「予備車両」という。）を用意する。

④ 予備車両は、運行事業者に使用する権利がある乗車定員１１人未満の車

両とする。

⑤ 運行事業者は、常用車両に本庄市交通政策協議会が指定したラッピング

デザインを行う。また、予備車両については、運行に際しマグネットシ

ート等を用意し、デマンド車両であることが分かるようにする。

⑥ 常用車両及び予備車両は、有償運行を実施するため営業車両とし、一般

乗合旅客自動車運送事業で利用できるものとする。

⑦ 業務遂行に必要な各種法令に適合しているものとする。

⑧ 予備車両を含め必要となる運輸支局等への許可申請を行うものとする。

⑨ 常用車両及び予備車両は、下記の補償内容以上の保険に加入するものと
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する。

⑩ 運行事業者は、常用車両及び予備車両の点検及び清掃を適宜実施し、適

正な維持管理に努め、運行に支障がないよう対応する。

（６）利用者

① 利用者は、原則としてデマンドバス予約受付センター又は Web 等で利用

の予約をしている方で、原則、一人で乗り降り可能な方（介助者が同乗

する場合はこの限りでない。）、車椅子で乗降できる方とする。なお、車

椅子で利用される場合、車椅子の固定は運転手が行い、予備車両で運行

する場合、車椅子の積載は運転手が行うものとする。

② 次に該当する場合は、原則として利用できないものとし、利用を拒否で

きるものとする。

ア ペットを同乗させる場合

イ 他の利用者に危害が及ぶおそれがあると判断できる場合

ウ その他適正な運行を妨げるおそれがあると判断できる場合

（７）乗継券

① 運行事業者は、本庄市交通政策協議会設置要綱（本庄市告示第２２７号）

第７条に規定する運賃協議分科会（以下「運賃協議分科会」という。）

が別途定める当日１回の乗り継ぎに限り有効な乗継券を作成する。なお、

作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバスの運行事業者及び

本庄市交通政策協議会と協議し決定する。

② 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者に対して、乗継券を

交付する。

③ 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者の乗り継ぎ時（運賃

支払時）に乗継券の回収を行う。

④ 運行事業者は、利用者が他のデマンドバス等で交付された乗継券等を提

示した際には、回収した乗継券を後払いの金券として扱い、記載事項を

確認の上、不備がなければ受領し、運賃協議分科会が別途定める割引等

を運賃に反映させる。

⑤ 運行事業者は、回収した乗継券を集計し、当該年度の４月分から９月分

までについては１０月１５日までに、１０月分から３月分までについて

は翌年度の４月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本庄

市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会に対し乗継券に係る割引額

の支払請求を行う。

⑥ 乗継券に係る割引額の支払は、請求後速やかに、本庄市交通政策協議会

が事業者の指定する金融機関に振り込む。

対人賠償 無制限

対物賠償 無制限

人身傷害 3,000 万円以上
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（８）回数乗車券

① 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める回数乗車券を作成する。な

お、作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバス等の運行事業

者及び本庄市交通政策協議会と協議し、決定する。

② 運行事業者は、回数乗車券を販売する。なお、販売方法等詳細な事項は、

他のデマンドバス等の運行事業者及び本庄市交通政策協議会と協議し、

決定する。

（９）運賃（利用料金）

① 運賃の支払方法は、現金及びキャッシュレス決済に対応すること。

② 運賃は、運賃協議分科会が別途定める。なお、運賃の支払は、現金及び

回数乗車券、交通系 IC カード等のキャッシュレス決済方式とし、運転

手が利用者から直接受け取る、又はキャッシュレス手続を行う。

③ 電子決済に必要な端末は本庄市が運行事業者に貸与するが、決済処理事

業者との契約は運行事業者が行う。

④ 受け取った運賃は、全額、運行事業者の収入とする。

⑤ 運行事業者は、運賃等の収受に対し、釣銭の準備をする。

⑥ キャッシュレス決済に必要な手数料等は、運行事業者が経費として処理

し、委託料の支払の際に精算する。

（10）実施報告に関すること

① 運行事業者は、指定した書式を用いて運行日報を作成し、月毎にその写

しをまとめ、翌月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本

庄市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会事務局に提出する。さら

に、月毎の利用者数、運賃収入、乗継券、走行距離等の運行に関する報

告書も作成し、同様に翌月１５日までに、本庄市交通政策協議会事務局

に提出する。

② 運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局から事業に関する資料等の

提供の要求があった場合は、速やかに提出する。

（11）事業責任者の選任に関すること

① 運行事業者は、事業の責任者として、事業責任者を配置する。

② 事業責任者は、本庄市交通政策協議会事務局との連絡調整を行い、事業

を円滑に実施できるよう対応する。

（12）地域特性の把握

運行事業者は、より安全・円滑に事業を実施できるように、運行区域の道路

状況や地理的特性を把握する。

（13）運行事業の推進に関すること

運行事業者は、事業の趣旨を理解し、本事業を積極的に推進する。

（14）アンケート等への協力

運行事業者は、本庄市又は本庄市交通政策協議会で利用実態等を調査するた
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め、車内においてアンケート等を実施する際には、アンケート用紙の配布、

回収等を行う。

（15）打合せ協議

運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局及び本庄市オンデマンド型交通

システム受注事業者の三者で定期的な打合せ協議を行う。

９ 一般的注意事項

（１）公共交通の意識

運行事業者は、事業を実施するに当たり、公共交通の一つを担うという意識

を持ち、利用者の立場にたった対応を心がける。

（２）関係法令の遵守

運行事業者は、事業を実施するに当たり、道路運送法・道路運送法施行令・

道路運送法施行規則並びにその他関係法規及び通知等を遵守する。

（３）信義誠実の義務

運行事業者は、信義を重んじて誠実に事業の実施に取り組む。

（４）個人情報の保護等

運行事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を

遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業

務終了後においても同様とする。

（５）貸与物品の取扱い

運行事業者は、本庄市及び本庄市交通政策協議会から借用して使用する物品

等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用し、き損・滅失等を

した場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理等

に係る費用は運行事業者が負担する。

（６）事業従事者への指導教育

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事業に従事する者に対して、必要

な指導や教育を実施し、デマンドバスの運行に支障を来たさないよう万全を

期する。

（７）事故の防止

運行事業者は、事業を実施するに当たり、安全管理を徹底するとともに事故

を未然に防止するよう最大限努める。

（８）事故等の報告

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事故、車両故障等が発生した場合

は、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに書面等をもって本庄市交

通政策協議会事務局に報告する。

（９）賠償責任

運行事業者は、事業の実施により生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

については、一切の責任を負う。ただし、運行事業者の責によらないものは、
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この限りではない。

（10）苦情等への対応

運行事業者は、デマンドバス利用者からの苦情等に誠実に対応するとともに

苦情の処理について苦情等処理報告書を作成し、速やかに本庄市交通政策協

議会事務局へ提出する。

10 数値目標の達成に向けた取組

（１）利用者数

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の利用者数に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値とし

て設定し、数値目標の達成に努めるものとする。

（２）満足度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の満足度で「やや不満・不満」と回答した者の割合が、

「満足・やや満足」へ転換するよう努めるものとする。

（３）収支率

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の収支率が現状値以上となるよう、努めるものとする。

11 その他

本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた場合は、本庄市交通政策協議会と運行

事業者が相互に協議の上、定めるものとする。
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本庄市デマンドバス運行業務委託（④児玉地域標準運行型）仕様書

本仕様書は、本庄市デマンドバス運行業務の実施に関して、必要な事項を定めるも

のとする。

１ 事業名

本庄市デマンドバス運行業務委託（児玉地域標準運行型）

２ 目 的

高齢化の進展に伴い、日常生活を維持していく上で公共交通の重要性が高まって

いる本庄地域において、駅や主要施設への移動など地域内における移動手段を確保

し、交通不便地域の解消を図るため、利用者の予約に応じ定められた乗降ポイント

間を乗り合い移動するデマンドバスを運行することを目的とする。

３ 業務期間

契約締結の日から令和１２年３月３１日まで。デマンドバスの運行期間は、令和

７年４月１日から令和１２年３月３１日まで。

４ 委託料の支払

委託料の支払は、契約額を運行年度数で割った年度毎の概算運行経費を算出し、

運賃収入等を差し引き、当該概算運行経費を毎年度末に委託料として支払うものと

する。

５ 運行形態

道路運送法第４条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受け、路線を定

めずに運行する自動車により、運行区域内に設置された乗降ポイント（以下停留所

という）間の乗合旅客の運送（区域運行）とする。

６ 運行区域

本庄市児玉町（旧本庄市を除く地域）及び「ビッグマーケット」、「本庄早稲田駅

北口」に設置する乗降ポイント間。

７ 運行台数 １台

８ 業務内容

（１）デマンドバス運行準備業務

令和７年４月１日からの運行に向け、デマンドバス運行システムの利用に関

する研修等を受講するものとする。
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（２）運行手続

運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務、地

域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る認定・申請に関する業務、

運賃を決定するための業務をはじめ、運行を開始するための必要な手続につ

いて、運行開始までに遅延無く確実に実施・協力するものとする。なお、運

行開始後に必要な手続についても同様とする。

（３）運行方法

事前予約制とし、予約状況に応じて AI が最適な運行ルートを決定する乗合

方式で、本庄市が用意するタブレット端末に示される運行ルートに従って、

運行区域内に約１６０箇所ある停留所から停留所間の乗合旅客運送を行う。

（４）運行日及び運行時間

① 月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく休日

及び 12 月 29 日から１月３日は除く。）とする。

② 気象状況等により安全な運行が確保できないと見込まれるときは、運行

事業者の判断により運休とすることができる。この場合、運行事業者は、

遅滞なく本庄市交通政策協議会事務局及びデマンドバス予約受付セン

ターに報告する。

③ 午前８時（乗車時間）から午後５時（最終降車時間）とする。また、１

時間の休憩時間（昼食休憩）を設ける。取得時間については、同区域を

運行する車両と協議し決定する。

（５）運行車両

① 運行に使用する車両（以下「常用車両」という。）は、乗車定員１０名の

ワゴン車両（トヨタハイエース、日産キャラバン、その他これらに類す

る車両）とし車椅子１台が乗車できるものとする。

② 運行事業者は、車両を取得又は車両リース会社とリース契約を締結し、

車両を取得することで、常用車両を使用する。

③ 運行事業者は、常用車両が事故等で使用できない時に運行する車両（以

下「予備車両」という。）を用意する。

④ 予備車両は、運行事業者に使用する権利がある乗車定員１１人未満の車

両とする。

⑤ 運行事業者は、常用車両に本庄市交通政策協議会が指定したラッピング

デザインを行う。また、予備車両については、運行に際しマグネットシ

ート等を用意し、デマンド車両であることが分かるようにする。

⑥ 常用車両及び予備車両は、有償運行を実施するため営業車両とし、一般

乗合旅客自動車運送事業で利用できるものとする。

⑦ 業務遂行に必要な各種法令に適合しているものとする。

⑧ 予備車両を含め必要となる運輸支局等への許可申請を行うものとする。

⑨ 常用車両及び予備車両は、下記の補償内容以上の保険に加入するものと
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する。

⑩ 運行事業者は、常用車両及び予備車両の点検及び清掃を適宜実施し、適

正な維持管理に努め、運行に支障がないよう対応する。

（６）利用者

① 利用者は、原則としてデマンドバス予約受付センター又は Web 等で利用

の予約をしている方で、原則、一人で乗り降り可能な方（介助者が同乗

する場合はこの限りでない。）、車椅子で乗降できる方とする。なお、車

椅子で利用される場合、車椅子の固定は運転手が行い、予備車両で運行

する場合、車椅子の積載は運転手が行うものとする。

② 次に該当する場合は、原則として利用できないものとし、利用を拒否で

きるものとする。

ア ペットを同乗させる場合

イ 他の利用者に危害が及ぶおそれがあると判断できる場合

ウ その他適正な運行を妨げるおそれがあると判断できる場合

（７）乗継券

① 運行事業者は、本庄市交通政策協議会設置要綱（本庄市告示第２２７号）

第７条に規定する運賃協議分科会（以下「運賃協議分科会」という。）

が別途定める当日１回の乗り継ぎに限り有効な乗継券を作成する。なお、

作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバスの運行事業者及び

本庄市交通政策協議会と協議し決定する。

② 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者に対して、乗

継券を交付する。③ 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用

者の乗り継ぎ時（運賃支払時）に乗継券の回収を行う。

④ 運行事業者は、利用者が他のデマンドバス等で交付された乗継券等を提

示した際には、回収した乗継券を後払いの金券として扱い、記載事項を

確認の上、不備がなければ受領し、運賃協議分科会が別途定める割引等

を運賃に反映させる。

⑤ 運行事業者は、回収した乗継券を集計し、当該年度の４月分から９月分

までについては１０月１５日までに、１０月分から３月分までについて

は翌年度の４月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本庄

市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会に対し乗継券に係る割引額

の支払請求を行う。

⑥ 乗継券に係る割引額の支払は、請求後速やかに、本庄市交通政策協議会

が事業者の指定する金融機関に振り込む。

（８）回数乗車券

対人賠償 無制限

対物賠償 無制限

人身傷害 3,000 万円以上
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① 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める回数乗車券を作成する。な

お、作成方法、サイズ等詳細な事項は、他のデマンドバス等の運行事業

者及び本庄市交通政策協議会と協議し、決定する。

② 運行事業者は、回数乗車券を販売する。なお、販売方法等詳細な事項は、

他のデマンドバス等の運行事業者及び本庄市交通政策協議会と協議し、

決定する。

（９）運賃（利用料金）

① 運賃の支払方法は、現金及びキャッシュレス決済に対応すること。

② 運賃は、運賃協議分科会が別途定める。なお、運賃の支払は、現金及び

回数乗車券、交通系 IC カード等のキャッシュレス決済方式とし、運転

手が利用者から直接受け取る、又はキャッシュレス手続を行う。

③ 電子決済に必要な端末は本庄市が運行事業者に貸与するが、決済処理事

業者との契約は運行事業者が行う。

④ 受け取った運賃は、全額、運行事業者の収入とする。

⑤ 運行事業者は、運賃等の収受に対し、釣銭の準備をする。

⑥ キャッシュレス決済に必要な手数料等は、運行事業者が経費として処理

し、委託料の支払の際に精算する。

（10）実施報告に関すること

① 運行事業者は、指定した書式を用いて運行日報を作成し、月毎にその写

しをまとめ、翌月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本

庄市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会事務局に提出する。さら

に、月毎の利用者数、運賃収入、乗継券、走行距離等の運行に関する報

告書も作成し、同様に翌月１５日までに、本庄市交通政策協議会事務局

に提出する。

② 運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局から事業に関する資料等の

提供の要求があった場合は、速やかに提出する。

（11）事業責任者の選任に関すること

① 運行事業者は、事業の責任者として、事業責任者を配置する。

② 事業責任者は、本庄市交通政策協議会事務局との連絡調整を行い、事業

を円滑に実施できるよう対応する。

（12）地域特性の把握

運行事業者は、より安全・円滑に事業を実施できるように、運行区域の道路

状況や地理的特性を把握する。

（13）運行事業の推進に関すること

運行事業者は、事業の趣旨を理解し、本事業を積極的に推進する。

（14）アンケート等への協力

運行事業者は、本庄市又は本庄市交通政策協議会で利用実態等を調査するた

め、車内においてアンケート等を実施する際には、アンケート用紙の配布、
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回収等を行う。

（15）打合せ協議

運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局及び本庄市オンデマンド型交通

システム受注事業者の三者で定期的な打合せ協議を行う。

９ 実証実験への協力

運行事業者は、日曜日の運行への利用者ニーズ把握のための運行実証実験につい

て協力するものとし、運行に必要な手続等についても実施・協力する。運行日につ

いては、令和７年度、令和８年度に各８日とし日程については、本庄市交通政策協

議会と運行事業者で別途協議する。

10 一般的注意事項

（１）公共交通の意識

運行事業者は、事業を実施するに当たり、公共交通の一つを担うという意識

を持ち、利用者の立場にたった対応を心がける。

（２）関係法令の遵守

運行事業者は、事業を実施するに当たり、道路運送法・道路運送法施行令・

道路運送法施行規則並びにその他関係法規及び通知等を遵守する。

（３）信義誠実の義務

運行事業者は、信義を重んじて誠実に事業の実施に取り組む。

（４）個人情報の保護等

運行事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を

遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業

務終了後においても同様とする。

（５）貸与物品の取扱い

運行事業者は、本庄市及び本庄市交通政策協議会から借用して使用する物品

等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用し、き損・滅失等を

した場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理等

に係る費用は運行事業者が負担する。

（６）事業従事者への指導教育

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事業に従事する者に対して、必要

な指導や教育を実施し、デマンドバスの運行に支障を来たさないよう万全を

期する。

（７）事故の防止

運行事業者は、事業を実施するに当たり、安全管理を徹底するとともに事故

を未然に防止するよう最大限努める。

（８）事故等の報告

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事故、車両故障等が発生した場合
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は、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに書面等をもって本庄市交

通政策協議会事務局に報告する。

（９）賠償責任

運行事業者は、事業の実施により生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

については、一切の責任を負う。ただし、運行事業者の責によらないものは、

この限りではない。

（10）苦情等への対応

運行事業者は、デマンドバス利用者からの苦情等に誠実に対応するとともに

苦情の処理について苦情等処理報告書を作成し、速やかに本庄市交通政策協

議会事務局へ提出する。

11 数値目標の達成に向けた取組

（１）利用者数

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の利用者数に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値とし

て設定し、数値目標の達成に努めるものとする。

（２）満足度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の満足度で「やや不満・不満」と回答した者の割合が、

「満足・やや満足」へ転換するよう努めるものとする。

（３）収支率

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の収支率が現状値以上となるよう、努めるものとする。

12 その他

本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた場合は、本庄市交通政策協議会と運行

事業者が相互に協議の上、定めるものとする。
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本庄市シャトルバス運行業務委託仕様書

本仕様書は、本庄市シャトルバス運行業務の実施に関して、必要な事項を定めるも

のとする。

１ 事業名

本庄市シャトルバス運行業務委託

２ 目 的

本庄市の将来都市構造において拠点となる「本庄駅周辺」と「本庄早稲田駅周辺」

を結ぶ「拠点連携軸」として、本庄駅、本庄早稲田駅間を結ぶシャトルバスを運行

することを目的とする。

３ 業務期間

契約締結の日から令和１２年３月３１日まで。シャトルバスの運行期間は、令和

７年４月１日から令和１２年３月３１日まで。

４ 委託料の支払

委託料の支払は、契約額を運行年度数で割った年度毎の概算運行経費を算出し、

運賃収入等を差し引き、当該概算運行経費を毎年度末に委託料として支払うものと

する。

５ 運行形態

道路運送法第４条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受け、路線を定

め、時刻表に基づいて運行する自動車による乗合旅客の運送（路線定期運行）とす

る。

６ 運行路線

ＪＲ高崎線本庄駅南口駅前広場に設置する停留所とＪＲ上越・北陸新幹線本庄早

稲田駅北口駅前広場に設置する停留所間を往復する路線とし、経路は本庄市交通政

策協議会が別途定め、経路上の停留所は、運行事業者と本庄市が協議し、決定する。

なお、停留所は、本庄市が設置する。

７ 運行台数 １台

８ 業務内容

（１）運行手続

運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務、地
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域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る認定・申請に関する業務、

運賃を決定するための業務をはじめ、運行を開始するための必要な手続につ

いて、運行開始までに遅延無く確実に実施・協力するものとする。なお、運

行開始後に必要な手続についても同様とする。

（２）運行方法

① 運行事業者は、時刻表に基づき、円滑な運行を実施する。

② 運行事業者は、運行する車両の中に、路線図、運賃等の運行に係る情報

を掲示する。

（３）運行日及び運行時間

① 毎日

② 気象状況等により安全な運行が確保できないと見込まれるときは、運行

事業者の判断により運休とすることができる。この場合、運行事業者は、

遅滞なく本庄市交通政策協議会事務局に報告する。

③ 午前９時から午後７時までとする。なお、時刻表は、運行事業者と本庄

市が協議し、決定することとし、利用状況を確認しながら、利便性の向

上に向けた定期的な見直しを行う。

（４）運行車両

① 運行に使用する車両（以下「常用車両」という。）及び常用車両が事故

等で使用できない時に運行する車両（以下「予備車両」という。）は、

乗車定員１０名のワゴン車両（トヨタハイエース、日産キャラバン、そ

の他これらに類する車両）とし車椅子１台が乗車できるものとする。

② 運行事業者は、車両を取得又は車両リース会社とリース契約を締結し、

車両を取得することで、常用車両及び予備車両を使用する。

③ 運行事業者は、常用車両及び予備車両に本庄市交通政策協議会が指定し

たラッピングデザインを行う。

④ 常用車両及び予備車両は、有償運行を実施するため営業車両とし、一般

乗合旅客自動車運送事業で利用できるものとする。

⑤ 業務遂行に必要な各種法令に適合しているものとする。

⑥ 予備車両を含め必要となる運輸支局等への許可申請を行うものとする。

⑦ 常用車両及び予備車両は、下記の補償内容以上の保険に加入するものと

する。

⑧ 運行事業者は、常用車両及び予備車両の点検及び清掃を適宜実施し、適

正な維持管理に努め、運行に支障がないよう対応する。

（５）利用者

① 利用者は、原則、一人で乗り降り可能な方（介護者が同乗する場合はこ

対人賠償 無制限

対物賠償 無制限

人身傷害 3,000 万円以上
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の限りでない。）、車椅子で乗降できる方とする。なお、車椅子で利用さ

れる場合、車椅子の固定は運転手が行うものとする。

② 次に該当する場合は、原則として利用できないものとし、利用を拒否で

きるものとする。

ア ペットを同乗させる場合

イ 他の利用者に危害が及ぶおそれがあると判断できる場合

ウ その他適正な運行を妨げるおそれがあると判断できる場合

（６）乗継券

① 運行事業者は、本庄市交通政策協議会設置要綱（本庄市告示第２２７号）

第７条に規定する運賃協議分科会（以下「運賃協議分科会」という。）

が別途定める当日１回の乗り継ぎに限り有効な乗継券を作成する。なお、

作成方法、サイズ等詳細な事項は、デマンドバスの運行事業者及び本庄

市交通政策協議会と協議し決定する。

② 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者に対して、乗継券を

交付する。

③ 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める利用者の乗り継ぎ時（運賃

支払時）に乗継券の回収を行う。

④ 運行事業者は、利用者がデマンドバス等で交付された乗継券等を提示し

た際には、回収した乗継券を後払いの金券として扱い、記載事項を確認

の上、不備がなければ受領し、運賃協議分科会が別途定める割引等を運

賃に反映させる。

⑤ 運行事業者は、回収した乗継券を集計し、当該年度の４月分から９月分

までについては１０月１５日までに、１０月分から３月分までについて

は翌年度の４月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本庄

市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会に対し乗継券に係る割引額

の支払請求を行う。

⑥ 乗継券に係る割引額の支払は、請求後速やかに、本庄市交通政策協議会

が事業者の指定する金融機関に振り込む。

（７）回数乗車券

① 運行事業者は、運賃協議分科会が別途定める回数乗車券を作成する。な

お、作成方法、サイズ等詳細な事項は、デマンドバスの運行事業者及び

本庄市交通政策協議会と協議し、決定する。

② 運行事業者は、回数乗車券を販売する。なお、販売方法等詳細な事項は、

デマンドバスの運行事業者及び本庄市交通政策協議会と協議し、決定す

る。

（８）運賃（利用料金）

① 運賃の支払方法は、現金及びキャッシュレス決済に対応すること。

② 運賃は、運賃協議分科会が別途定める。なお、運賃の支払は、現金及
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び回数乗車券及び交通系 IC カード等のキャッシュレス決済とし、運転

手が利用者から直接受け取る、又はキャッシュレス手続を行う。

③ 電子決済に必要な端末は運行事業者が用意し、決済処理事業者との契約

は運行事業者が行う。

④ 受け取った運賃は、全額、運行事業者の収入とする。

⑤ 運行事業者は、運賃等の収受に対し、釣銭の準備をする。

⑥ キャッシュレス決済に必要な手数料等は、運行事業者が経費として処理

し、委託料の支払の際に精算する。

（９）実施報告に関すること

① 運行事業者は、指定した書式を用いて運行日報を作成し、月毎にその写

しをまとめ、翌月１５日（１５日が休日である場合は、休日後最初の本

庄市の開庁日）までに、本庄市交通政策協議会事務局に提出する。さら

に、月毎の利用者数、運賃収入、乗継券、走行距離等の運行に関する報

告書も作成し、同様に翌月１５日までに、本庄市交通政策協議会事務局

に提出する。

② 運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局から事業に関する資料等の

提供の要求があった場合は、速やかに提出する。

（10）事業責任者の選任に関すること

① 運行事業者は、事業の責任者として、事業責任者を配置する。

② 事業責任者は、本庄市交通政策協議会事務局との連絡調整を行い、事業

を円滑に実施できるよう対応する。

（11）地域特性の把握

運行事業者は、より安全・円滑に事業を実施できるように、運行区域の道路

状況や地理的特性を把握する。

（12）運行事業の推進に関すること

運行事業者は、事業の趣旨を理解し、本事業を積極的に推進する。

（13）アンケート等への協力

運行事業者は、本庄市又は本庄市交通政策協議会で利用実態等を調査するた

め、車内においてアンケート等を実施する際には、アンケート用紙の配布、

回収等を行う。

（14）打合せ協議

運行事業者は、本庄市交通政策協議会事務局及び本庄市オンデマンド型交通

システム受注事業者の三者で定期的な打合せ協議を行う。

９ 一般的注意事項

（１）公共交通の意識

運行事業者は、事業を実施するに当たり、公共交通の一つを担うという意識

を持ち、利用者の立場にたった対応を心がける。
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（２）関係法令の遵守

運行事業者は、事業を実施するに当たり、道路運送法・道路運送法施行令・

道路運送法施行規則並びにその他関係法規及び通知等を遵守する。

（３）信義誠実の義務

運行事業者は、信義を重んじて誠実に事業の実施に取り組む。

（４）個人情報の保護等

運行事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を

遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業

務終了後においても同様とする。

（５）貸与物品の取扱い

運行事業者は、本庄市及び本庄市交通政策協議会から借用して使用する物品

等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用し、き損・滅失等を

した場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理等

に係る費用は運行事業者が負担する。

（６）事業従事者への指導教育

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事業に従事する者に対して、必要

な指導や教育を実施し、シャトルバスの運行に支障を来たさないよう万全を

期する。

（７）事故の防止

運行事業者は、事業を実施するに当たり、安全管理を徹底するとともに事故

を未然に防止するよう最大限努める。

（８）事故等の報告

運行事業者は、事業を実施するに当たり、事故、車両故障等が発生した場合

は、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに書面等をもって本庄市交

通政策協議会事務局に報告する。

（９）賠償責任

運行事業者は、事業の実施により生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）

については、一切の責任を負う。ただし、運行事業者の責によらないものは、

この限りではない。

（10）苦情等への対応

運行事業者は、シャトルバス利用者からの苦情等に誠実に対応するとともに

苦情の処理について苦情等処理報告書を作成し、速やかに本庄市交通政策協

議会事務局へ提出する。

10 数値目標の達成に向けた取組

（１）利用者数

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の利用者数に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値とし
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て設定し、数値目標の達成に努めるものとする。

（２）満足度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の満足度で「やや不満・不満」と回答した者の割合が、

「満足・やや満足」へ転換するよう努めるものとする。

（３）収支率

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の収支率が現状値以上となるよう、努めるものとする。

（４）認知度

運行事業者は、本庄市地域公共交通計画に定める数値目標の達成に向け、現

状値（令和３年度）の認知度で「知らない」と回答した者の割合が、「知っ

ている」へ転換するよう努めるものとする。

11 その他

本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた場合は、本庄市交通政策協議会と運行

事業者が相互に協議の上、定めるものとする。
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